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１.　継続事業の前提に関する注記
該当なし

２.　重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

（２） 固定資産の減価償却の方法
・ 建物並びに器具及び備品－定額法
・ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　 該当なし
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法によっている。

（３） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金－東京都社会福祉協議会の退職共済制度において、法人の負担する掛金額を

退職給付引当資産とし、同額を退職給付引当金とする方法によっています。
・ 賞与引当金－職員賞与の翌期支給見込額の内、当期の負担に属する金額を計上しています。

３.　重要な会計方針の変更
平成27年度に行ったESCO事業について、契約書を精査したところ、リース会計基準における、リース
取引に該当する可能性があるため、今会計年度よりリース取引として処理しております。
従来の方法によった場合に比べ、賃借料（事務費）が17,376,768円減少し、減価償却費が9,730,980円、
業務委託料5,560,572円及び保守料2,085,216円がそれぞれ増加しております。
尚、サービス活動増減差額、経常活動増減差額及び当期活動増減差額に影響はございません。

４.　法人で採用する退職給付制度
職員の退職金の支給に備えるために東京都社会福祉協議会の退職共済制度に加入しております。
東京都社会福祉協議会については、法人の負担する掛金額を退職給付引当資産とし、同額を
退職給付引当金に計上しております。
法人独自で規程する退職金制度については、当期の負担に属する金額を、退職給付費用及び
退職給付引当金に計上しております。

５.　法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人が作成する財務諸表は以下のとおりになっております。

（１） 法人全体の計算書類（第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
（２） 事業区分別内訳表（第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）
（３） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
（４） 公益事業における拠点区分内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
（５） 収益事業における拠点区分内訳表－当法人では収益事業を実施している拠点区分が1つのため

作成しておりません。
（６） 各拠点区分においるサービス区分の内容
ア 法人本部拠点（社会福祉事業）
「法人本部」

イ 足立翔裕園拠点（社会福祉事業）
「特別養護老人ホーム足立翔裕園」
「短期入所事業足立翔裕園」
「認知症対応型デイサービスセンター入谷翔裕園」
「地域包括支援センター入谷」
「居宅介護支援事業入谷居宅介護支援事業所」

ウ 大田翔裕園拠点（社会福祉事業）
「特別養護老人ホーム大田翔裕園」
「短期入所事業大田翔裕園」
「デイサービスセンター大田翔裕園」
「認知症対応型デイサービスセンター大田翔裕園」
「居宅介護支援事業大田翔裕園居宅介護支援事業所」

エ 竹の塚翔裕園拠点（社会福祉事業）
「特別養護老人ホーム竹の塚翔裕園」
「短期入所事業竹の塚翔裕園」
「認知症対応型デイサービスセンター竹の塚翔裕園」
「居宅介護支援事業竹の塚居宅介護支援事業所」

計算書類に対する注記（法人全体用）
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オ 潮見老人ホーム拠点（社会福祉事業）
「養護老人ホーム潮見老人ホーム」

カ 茂ホーム拠点（社会福祉事業）
「軽費老人ホーム茂ホーム」
「認知症高齢者共同生活介護花街道」
「デイサービスセンター谷中翔裕園」
「認知症対応型デイサービスセンター谷中翔裕園」
「訪問介護やなかケアサービス」
「夜間対応型訪問介護やなかナイトケア」
「居宅介護支援事業谷中居宅介護支援事業所」
「やなか訪問看護ステーション」

キ 大田ナーシングホーム翔裕園拠点（公益事業）
「介護老人保健施設大田ナーシングホーム翔裕園」

ク グループリビングあやせ拠点
「サービス付き高齢者向け住宅グループリビングあやせ」

コ あやせコミュニティパーク拠点（収益事業）
「不動産賃貸事業」

サ くめがわ翔裕園拠点（社会福祉事業）
「認知症高齢者共同生活介護」
「看護小規模多機能型居宅介護」

６.　基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりであります。

（単位：円）

７.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

８.　担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりであります。

土地（基本財産）
足立翔裕園 円
竹の塚翔裕園 円
茂ホーム 円
小計 円

土地（固定資産）
法人本部 円

建物（基本財産）
足立翔裕園 円
大田翔裕園 円
竹の塚翔裕園 円
茂ホーム 円
小計 円

建物（固定資産） 円
グループリビングあやせ 円
不動産賃貸事業 円
大田ナーシングホーム翔裕園 円
小計 円
計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりであります。
独）福祉医療機構からの設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）
大田翔裕園 円
大田ナーシングホーム翔裕園 円
竹の塚翔裕園 円
茂ホーム 円
小計 円

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 2,016,832,012 2,016,832,012
建物 3,486,698,320 2,376,000 374,603,633 3,114,470,687

合計 5,503,530,332 2,376,000 374,603,633 5,131,302,699

定期預金 － － － －
投資有価証券 － － － －

880,702,348
961,720,986
987,369,956
284,677,397
3,114,470,687

1,096,460,000
746,472,012
173,900,000
2,016,832,012

200,000,000

175,420,000
447,590,000
56,650,000
747,740,000

356,359,539
40,261,802
517,128,758
913,750,099
6,245,052,798

68,080,000
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東日本銀行からの設備資金借入金（1年内返済予定額を含む）
グループリビングあやせ 円
不動産賃貸事業 円
茂ホーム 円
小計 円

足立成和信用金庫からの設備資金借入金（1年内返済予定額を含む）
法人本部 円
足立翔裕園 円
大田翔裕園 円
大田ナーシングホーム翔裕園 円
竹の塚翔裕園 円
小計 円
計 円

９.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：円）

１０.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

１１.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損
該当なし

１２.　関連当事者との取引の内容
該当なし

１３.　重要な偶発債務
該当なし

１４.　重要な後発事象
該当なし

１５.　リース取引関係
ファイナンスリース取引
・所有権移転外ファイナンス・リース取引
　リース資産の内容
　 有形リース資産
・ESCO取引　LED照明・照明調光制御・空調設備・空調制御によるもの（建物）

１６.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の
　　状態を明らかにるすために必要な事項

前払費用について、支払資金の範囲であるものと、1年基準により長期前払費用から
振り替えられたものの内訳は以下のとおりであります。

　（単位：円）

327,030,827
34,402,850

243,304,000
566,616,000
1,888,416,000

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

212,626,323
574,060,000

160,000,000
112,904,000
27,494,000
22,914,000

建物（基本財産） 6,340,302,045 3,225,831,358 3,114,470,687
建物（固定資産） 1,581,344,915 663,788,410 917,556,505
構築物 13,282,500 5,339,562 7,942,938
車輌運搬具 6,535,160 6,535,152 8
器具及び備品 617,737,116 395,919,923 221,817,193
有形リース資産 107,040,720 16,634,646 90,406,074
権利 45,207,281 12,184,029 33,023,252
ソフトウェア 28,950,356 22,575,175 6,375,181

合計 8,741,265,513 4,348,808,255 4,392,457,258

当年度 前年度

差入保証金 659,420 0 659,420
その他の固定資産 206,000 0 206,000

合計（前払費用計上額） 4,002,595 4,030,582

支払資金の範囲である前払費用 2,662,602 2,964,274
1年基準による振替額 1,339,993 1,066,308
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